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事実の概要

　本件において、Ｘ（原告）は、昭和 61 年 10 月
に任意団体として活動を開始し、平成 3年 3 月
に宗教法人法に基づく設立登記をした宗教団体で
あり、Ｄ（原告代表役員）を代表役員としている。
Ｙ（被告）らのうち、被告Ｂと被告Ｃは夫婦であり、
原告の信者であったが、Ｘから除名処分を受けて
いる。また、被告Ａ及びＥは、Ｘの職員かつ信者
であったが、Ｘから除名処分を受けている。除名
を受けたのは、いずれも平成 24 年 4月頃である。
　Ａ及びＥは、平成 22 年 2 月、心理カウンセリ
ングを扱う一般社団法人である「一般社団法人
カウンセラー検定協会」を設立し、平成 23 年 12
月 27 日に「一般社団法人心検」に変更し（以下、
「心検」という）、一般に受講生を募り、心理学等
を内容とする講座を開講するなどしていた。
　Ｅは、平成 22 年頃から平成 23 年 12 月頃まで
にかけて、心検の上記講座等受講者のうち、原告
信者である者から受けた質問や相談が心理学の範
ちゅうを超えると感じた際などに、心検の「課外
授業」として被告Ｂのカウンセリングを受けるよ
う勧め、こうした勧めを受けた者が被告Ｂの自宅
を訪れることがあった。また、Ｅは、心検の受講
者以外の者にも、被告Ｂを紹介したことがあった。
Ｂは、上記のとおり自宅を訪れた者に対し、1時
間から 2時間程度話を聞くなどした上で、初回
の訪問については 3万円、2回目以降の訪問につ
いては 1万円の金員を受領していた。なお、Ｂは、
上記金員のうち、初回分の 20％（6,000 円）をＥ
に紹介料として支払っていた。
　Ｂは、自宅を訪れた者の相談を聞く中で、Ｃの
同席の下、本件経文①ないし③を読み上げること

があった。また、Ｂは、本件経文①ないし③を 1
人で又はＣとともに読み上げることがあった。本
件経文とは、Ｘ代表役員であるＤが、天上界によ
り降ろされた聖なる祈りの言葉として創作したも
のであり、Ｘにおける宗教的儀式の中で読誦して
用いられるものとされている。
　以上の事実関係の下、Ｘは、Ｙらに対し、本件
祈願経文原本の返還を求めるとともに、本件祈願
経文原本に記載された祈願経文の著作権に基づ
き、同経文の口述の差止め、同経文の複製物の廃
棄並びに複製物の頒布の差止め及び複製物の廃棄
を求め、更に、不法行為に基づく損害賠償を求め
た。Ｙらは、反訴として、Ｘの本訴提起が不法行
為を構成すると主張して、損害賠償を求めている。
　本件の争点は、Ｙらに対する本件経文原本返還
請求の成否、本件経文の著作物性等、多岐にわた
るが、以下では、被告Ｂに対する本件経文①ない
し③の口述差止請求の可否に関する判旨のみを紹
介する。

判決の要旨

　「著作者は、その言語の著作物を公に口述する
権利を専有するところ（著作権法 24 条）、『公に』
とは、その著作物を、公衆に直接見せ又は聞かせ
ることを目的とすることをいい（同法 22 条）、『公
衆』には、不特定の者のほか、特定かつ多数の者
が含まれる（同法 2条 5項）。そして、当該著作
物の利用が公衆に対するものであるか否かは、事
前の人的結合関係の強弱に加え、著作物の種類・
性質や利用態様等も考慮し、社会通念に従って判
断するのが相当である。」
　「そこで本件についてみると、被告Ｂが、『心検』
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の受講者等のうち、Ｅの勧めを受けて被告Ｂのも
とを訪れた者の一部に対し、本件経文①ないし③
を読み上げたことがあり（以下、本件経文①ない
し③の読上げを「祈願」ということがある。）、また、
本件経文①ないし③を 1人で又は被告Ｃととも
に読み上げたことがあることは前記……でみたと
おりであるところ、上記行為は、いずれも、言語
の著作物である本件経文①ないし③を口頭で伝達
するものとして、『口述』（著作権法2条 1項 18号）
に該当する。」
　「しかし、上記……の口述のうち、後者（被告
Ｂのみ又は被告Ｃと 2人による読上げ）につい
ては、自宅内において、被告Ｂのみで又はその妻
である被告Ｃと 2人で行われたものであるから、
上記口述が、公衆に直接聞かせることを目的とし
て行われたものとは認められない。」
　他方、被告Ｂが、同被告のもとを訪れた者に対
し、本件経文①ないし③を読み上げたことについ
ては、「被告Ｂが祈願を行った人数は 5、6 名に
とどまるとみるべきであって、被告Ｂが多数人に
対して祈願を行い、本件経文①ないし③を読み上
げたものと認めることはできない。」
　この点について、Ｘは、上記読上げの時点にお
ける同席者が特定の少数人であったとしても、任
意の条件の下に人数が増減する可能性があれば、
不特定の者を対象にするものとして「公に」を充
足するし、「公に」の要件が、排他的権利が及ぶ
著作物の利用範囲を適切に画することにあるとこ
ろから、当該行為が有償でなされたものであるこ
とは、私的領域の範囲を超えるものとして、「公に」
の充足性についての重要な判断基準となると主張
した。
　この主張に対して、裁判所は、本件の場合、「祈
願の対象となった範囲の者は限定されているので
あって、原告が主張するように任意の条件の下に
人数が増減するような範囲の者ではない」とした。
また、「被告Ｂは、同被告のもとを訪れた者から
金員を受け取っていたことが認められるが……上
記金員は、来訪者の話を聞き、相談に乗ることな
どの対価として支払われたものとみるべきであ
り、これを祈願の対価と評価することはできない
ものというべきである」と述べ、「対価の受領を
理由として『不特定』であるとする原告の主張も
採用することはできない」とした。
　また、Ｘは、本件経文①ないし③の読上げは、

定期的かつ継続的に行われたものであるから、不
特定の者に対してされたものであると主張した
が、裁判所は、「被告Ｂが、上記カウンセリング
を行うに際し、必ず本件経文の読み上げを行って
いたものとは認められず、被告Ｂが必要であると
感じた際に本件経文を読み上げたものと認めら
れるにとどまることや（被告Ｂ）、その延べ回数
が、上記のとおり、本件経文のうち、多いもので
も 10 回程度にとどまるものであることを考慮す
れば、上記読み上げが、定期的かつ継続的になさ
れたものと評価することはできない」として退け
ている。

判例の解説

　一　「口述」該当性について
　著作者は、その言語の著作物を公に口述する権
利を専有している（著作権法 24 条）。口述とは、「朗
読その他の方法により著作物を口頭で伝達するこ
と（実演に該当するものを除く。）」と定義されて
いる（2条 1項 18 号）。「口述」には、言語の著作
物を、朗読や演説、説教や講演などのように直接
に口頭で伝達する場合だけでなく、英会話講座
の CDを再生する行為など、著作物の口述で録音
されたものを再生することなども含まれる（2条
7項参照）。もっとも、他人の著作物をそのまま生
で口述するのは、詩の朗読などを除いてはあまり
ないと考えられ、実際に口述権が働くのは、録音
された著作物の口述を再生する場合だろうといわ
れていた１）。
　この点、口述権の侵害が問題とされた裁判例
として、東京地判平 18・2・27 判時 1941 号 136
頁［計装工業会講習資料一審］があるが、問題となっ
た技術維持講習の講習資料は、「講演の内容を示
し、解説しているものではあるが、その性質上、
内容が朗読等によって口述されるものではないの
であって、同資料をもとに講演をすることをもっ
て、同資料を口述したということはできない」と
されている。また、中小企業診断士試験用講座の
教材の口述が問題とされた東京地判平 18・11・
15（公刊物未登載、LEX/DB28112497）では、「本件
講座において、本件侵害部分を含む本件テキスト
が口述されたと認めるに足りる証拠はない」と判
断されている。講座等において他人の著作物をテ
キストとして使用したとしても、内容をそのまま
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朗読して伝達することは少ないであろうし、部分
的にそのまま朗読するのであれば、引用（32 条）
に該当することもある。
　また、演説、説教や講演などは、そもそも自己
の著作物を生で口述することが多い。
　これらの意味で、本件は、他人の著作物をその
まま生で口述する行為が問題とされた事案とし
て、めずらしさがある２）。もっとも、めずらしさ
は別として、そのまま生で口述する行為が行われ
ていることが明らかである場合、「口述」である
ことを認定することに困難な点は少ない。本判決
も、比較的あっさりと口述該当性を認めている。
むしろ、問題となるのは、次に述べる「公に」の
要件である。

　二　「公に」の要件について
　口述権は、その定義上、口述が「公に」行われ
る場合に権利が及ぶ。「公に」とは、その著作物
を、公衆に直接見せ又は聞かせることを目的とす
ることをいう（22 条）。口述であれば、公衆に聞
かせることを目的としないのであれば、権利が及
ばないことになる。では、公衆とはどの範囲のも
のを指すのか。この点、著作権法は、「この法律
にいう『公衆』には、特定かつ多数の者を含むも
のとする」（2条 5項）とする。したがって、公衆
の概念に、特定多数の者は含まれると解されるこ
とは明らかである。他方、特定かつ少数の者は公
衆に含まれないことは明らかであるし、他方で、
不特定かつ多数の者が公衆に含まれることについ
ても、学説上、争いはない。問題となるのは、不
特定かつ少数の者が公衆に含まれるかどうかであ
る。学説としては、不特定少数は公衆に含まれな
いとする説（ａ説）３）、純粋な不特定少数は公衆
には該当しないとしつつも、多数性について一定
の時間的経過を念頭に累積多数になれば足りると
する説（ｂ説）４）、少数かどうかは関係なく不特
定の者であれば公衆に該当するとする説（ｃ説）５）

に分かれている。ｂ説とｃ説の結論の相違は、累
積しても少数だが、それでも不特定と考えられる
者に著作物を提供する場合に生じる。また、いか
なる者が不特定に該当するのかについて、学説は
分かれており、個人的な結合関係の存在によって
判断する説６）や、利用を設ける機会が広く多数
の者に与えられていたかを重視する説７）、（貸与
禁止権の公衆について）私的複製の「家庭内その

他これに準ずる限られた範囲内」の者以外であれ
ば足りることを示唆する見解８）がある。
　公衆の要件に関して、裁判例については、多数
かどうかだけ認定して判断をするものや（大阪地
判平 17・10・24 判時 1911 号 65 頁［選撮見録一審］、
大阪高判平 19・6・14 判時 1991 号 122 頁［同控訴
審］（公衆送信禁止権））、不特定の者に該当するこ
とのみをもって公衆に該当するとするもの（最判
平 23・1・18 民集 65 巻 1号 121 頁［まねき TV上告審］
（公衆送信禁止権））、あるいは諸要素を総合的に考
慮して「公衆」に該当するかを検討するもの（名
古屋地判平 15・2・7 判時 1840 号 126 頁［社交ダン
ス教室一審］（演奏禁止権））がある９）。
　総合考慮型の判断枠組を採用した［社交ダンス
教室一審］は、「著作物の公衆に対する使用行為
に当たるか否かは、著作物の種類・性質や利用態
様を前提として、著作権者の権利を及ぼすことが
社会通念上適切か否かという観点をも勘案して判
断するのが相当である（このような判断の結果、
著作権者の権利を及ぼすべきでないとされた場合
に、当該使用行為は「特定かつ少数の者」に対す
るものであると評価されることになる。）」と述べ
ている。実際の判断に際しても、多数か不特定か
を区別しないで、評価を行っている。

　三　本判決の位置づけ
　本判決は、「『公衆』には、不特定の者のほか、
特定かつ多数の者が含まれる（同法 2条 5 項）」
とした上で、「当該著作物の利用が公衆に対する
ものであるか否かは、事前の人的結合関係の強弱
に加え、著作物の種類・性質や利用態様等も考慮
し、社会通念に従って判断するのが相当である」
としており、基本的には、［社交ダンス教室一審］
と同様の総合考慮型の判断枠組を採用している。
　もっとも、本判決は、検討の順序として、祈願
を行った人数について、多数人に対して祈願を
行ったものではないという判断を行った上で、Ｙ
の主張に応じるかたちで、不特定の者に対すると
いえる理由があるかどうかを判断している。した
がって、総合考慮型の判断枠組ではあるものの、
結果としては、2要素を軸に置いた判断であり、
更に実質的には、不特定の者かどうかの判断につ
いて、諸要素の総合考慮がなされているといえる。
　本判決は、具体的には、不特定かどうかの認定
について考慮するべき要素として、事前の人的結
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合関係の強弱に加え、著作物の種類・性質や利用
態様等を上げているが、更に、Ｙの主張に応じ
て、任意の条件の下に人数が増減する可能性の有
無、対価の受領が不特定性の判断に与える影響、
著作物の利用が定期的かつ継続的に行われたかど
うか、という諸要素も考慮している。著作物の種
類・性質や利用態様以外の点は、［社交ダンス教
室一審］が具体的に示していない要素である。
　これまでの裁判例において、不特定の者である
かの判断については、インターネット接続環境を
有するパソコンと携帯電話を有するユーザが所定
の会員登録を済ませれば、誰でも利用することが
できるサービスを提供している場合（東京地判平
19・5・25 判時 1979 号 100 頁［MYUTA］）や、放送
番組を利用者からの求めに応じ自動的に送信する
機能を有する機器を用いたサービスを提供する者
との関係等を問題とされることなく、何人も問題
となったサービスを利用する契約を締結すれば利
用できるサービスを提供している場合（前掲［ま
ねき TV 上告審］）に、サービスの利用者は不特定
の者とした裁判例がある。これらは公衆送信禁止
権に関する事案であるが、誰もが利用者となるこ
とができるサービスを提供している場合、人的結
合関係の有無という観点を重視して、不特定の者
として公衆と判断される傾向がある。また、貸与
禁止権が問題とされた事案において、公衆要件の
「特定」の判断に際して、貸与者と被貸与者との
間の「人的な結合関係の存在」の有無が基準とす
ることを明示したものもある（東京地判平 16・6・
18 判時 1881 号 101 頁［NTT リース］）。
　不特定の要素の判断については、人的結合関係
がない場合でも、偶発的な著作物の利用に止まる
場合であれば、禁止権の対象とする必要性が弱
いのではないかという指摘もある 10）。この場合、
不特定かどうかを人的結合関係の有無で決定する
説では、禁止権を及ぼさないようにする柔軟な解
釈論を展開しにくい。他方、累積多数の多数概念
を念頭に、不特定かつ純粋な少数は公衆に含まれ
ないとする説では、人的結合関係のない者に対す
る偶発的利用の場合に関して、妥当な判断ができ
る可能性がある。しかし、他方で、この説に対し
ては、不特定かつ純粋な少数である場合に公衆に
該当しないという点について、常にそれでよいの
だろうかという疑問が残る。このような点を考え
ると、本判決のように個別の事案で各種の考慮が

可能な総合考慮の判断枠組は妥当なアプローチと
いえる。
　総合考慮の判断枠組といっても具体的なアプ
ローチには違いがある。本件は、総合考慮型の判
断枠組を採用しているものの、2要素を区別せず
に総合考慮を行う［社交ダンス教室一審］と異な
り、2要素を個別に認定する過程で総合考慮が行
われており、判断枠組としてはより明確である。
総合考慮型の判断枠組をとる場合、裁判例の蓄積
によって事案を類型化し、典型的な考慮要素をで
きるかぎり明らかにすることで、予測可能性を持
たせることが望ましい。この観点から、本判決は、
総合考慮型の判断枠組の予測可能性を高める裁判
例の蓄積として評価できる。また、本判決が考慮
している諸要素は、不特定の者に該当することの
みをもって公衆に該当すると考える枠組において
も、誰もが利用者となることができるサービスか
どうか、あるいは人的結合関係の存否といった点
を判断する上で、考慮の対象となる要素を含むの
で、参考になる部分がある。
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念の限界」知的財産法政策学研究 46 号（2015 年）361
頁も同様の評価である。

３）小倉秀夫＝金井重彦編『著作権法コンメンタール』（レ
クシスネクシス・ジャパン、2013 年）208 頁［小倉秀
夫執筆部分］。

４）奧邨弘司「判批（まねきTV上告審）」AIPPI56巻 9号（2011
年）619 頁。

５）高林龍『標準　著作権法〔第 3版〕』（有斐閣、2016 年）
131 頁、島並良＝上野達弘＝横山久芳『著作権法入門〔第
2 版〕』（有斐閣、2016 年）142 頁［島並良執筆部分］、
三山裕三『著作権法詳説判例で読む 14 章〔第 10 版〕』（勁
草書房、2016 年）563 頁、茶園成樹編『著作権法』（有
斐閣、2014 年）107 頁［陳思勤執筆部分］など。

６）加戸・前掲注１）73 頁。茶園成樹「著作権 (1)　法 21
条～26 条」法教 332 号（2008 年）140 頁も参照。

７）駒田泰土「判批（まねき TV上告審）」判時 2127 号（判
評 634 号）（2011 年）179 頁。

８）金子敏哉「判批（NTT リース）」ジュリ 1304 号（2006
年）187 頁。

９）平澤・前掲注２）364 頁。
10）平澤・同上 382 頁。
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